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（気候変動に備える）水源県としての
治水・利水機能の役割

治水、流域治水、気候変動を踏まえた治水計画
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国土交通省 関東地方整備局
河川部 河川調査官 藤本 雄介



1

直轄河川（8水系）の管理状況

水系名 河川数
管理延長

(km)
流域面積

(km2)

久慈川 3 48 1,490

那珂川 4 100 3,270

利根川 65 974 16,840

荒　川 11 174 2,940

多摩川 3 79 1,240

鶴見川 4 23 235

相模川 4 26 1,680

富士川 10 122 3,990

計 104 1 ,544 31 ,685

※河川数・管理延長にはダム区間含む。

※四捨五入のため、計は合わない。

八ッ場ダム

関東地方整備局管内の概要（河川）

群馬県
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						関東地整管内の河川等状況 カントウチセイカンナイカセントウジョウキョウ

						直轄河川 チョッカツカセン		水系数 スイケイスウ		8

								河川数 カセンスウ		74

								河川延長（km） カセンエンチョウ		1,532

						直轄ダム チョッカツ		管理中のダム数 カンリチュウスウ		13

								建設中のダム数 ケンセツチュウスウ		2

						直轄砂防 チョッカツサボウ		水系数 スイケイスウ		2

								山系数 サンケイスウ		1

						直轄地すべり チョッカツジ		箇所数 カショスウ		1

						直轄海岸 チョッカツカイガン		箇所数 カショスウ		2

														水系名 スイケイメイ		河川数 カセンスウ		管理延長
(km) カンリエンチョウ		流域面積
(km2) リュウイキメンセキ

														久慈川		3		48		1,490

														那珂川		4		100		3,270

														利根川		65		974		16,840

														荒　川		11		174		2,940

														多摩川		3		79		1,240

														鶴見川		4		23		235

														相模川		4		26		1,680

														富士川		10		122		3,990

														計 ケイ		104		1,544		31,685

														※河川数・管理延長にはダム区間含む。 カセンスウカンリエンチョウクカンフク

														※四捨五入のため、計は合わない。 シシャゴニュウケイア
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利根川流域の土地利用状況図（H２８時点）
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■ 利根川は、大水上山(標高1,831m）に源を発し、関東平野を東に流れ銚子市において太平洋に注いでいる国内最大の流域を有する一級河川である。
■ 流域は、東京都、埼玉県、千葉県、茨城県、栃木県及び群馬県の１都５県にまたがり、戦後の急激な人口増加や産業・資産の集中を受け、高密度に

発展した首都圏を氾濫区域に含む。
■ また、関越自動車道、東北縦貫自動車道、常磐自動車道等の高速道路及び東北、上越、北陸新幹線等の国土の基幹をなす交通施設の要衝となっ

ている。

おおみなかみ

流 域 面 積 ： 16,840km2

幹 線 流 路 延 長 ： 322km

流 域 内 人 口 ： 約1,309万人（調査基準年：H22）

利根川の諸元

利根川流域の概要
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主な被災市町村

 昭和22年9月 　カスリーン台風 　加須市、久喜市、坂東市　等

 昭和23年9月 　アイオン台風 　太田市、桐生市、足利市　等

 昭和24年8月 　キティ台風 　沼田市、さくら市　等

 昭和33年9月 　台風22号 　五霞町、坂戸市　等

 昭和34年8月 　台風 7号 　葛飾区　等

 昭和57年7月 　台風10号 　館林市、神栖市、銚子市　等

 昭和57年9月 　台風18号 　取手市、神栖市、銚子市　等

 平成10年9月 　台風 5号 　太田市、常総市　等

 平成27年9月 　台風17、18号 　神栖市、銚子市　等

 令和元年10月 　台風19号   神崎町、銚子市　等

発生年月

昭和22年9月 ｶｽﾘｰﾝ台風

埼玉県栗橋町付近浸水状況（S22）

埼玉県加須市漏水状況（旧北川辺町）（H18）

平成18年7月 前線豪雨

群馬県明和町漏水状況（H19）

平成19年9月 台風9号

千葉県神崎町漏水状況（R1） 千葉県銚子市浸水状況（R1）

令和元年10月 東日本台風

利根川流域の近年の洪水等による災害の発生の状況
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常総市三坂町決壊状況（H27）

平成27年9月 関東・東北豪雨
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		発生年月 ハッセイ ネン ツキ				主な被災市町村 オモ ヒサイ シチョウソン

		 昭和22年9月 ショウワ ネン ツキ		　カスリーン台風 タイフウ		　加須市、久喜市、坂東市　等 カゾシ クキシ バンドウシ トウ

		 昭和23年9月 ショウワ ネン ツキ		　アイオン台風 タイフウ		　太田市、桐生市、足利市　等 オオタシ キリュウシ アシカガシ トウ

		 昭和24年8月 ショウワ ネン ツキ		　キティ台風 タイフウ		　沼田市、さくら市　等 ヌマタシ シ トウ

		 昭和33年9月 ショウワ ネン ツキ		　台風22号 タイフウ ゴウ		　五霞町、坂戸市　等 ゴカマチ サカドシ トウ

		 昭和34年8月 ショウワ ネン ツキ		　台風 7号 タイフウ ゴウ		　葛飾区　等 カツシカク トウ

		 昭和57年7月 ショウワ ネン ツキ		　台風10号 タイフウ ゴウ		　館林市、神栖市、銚子市　等 タテバヤシ シ カミス シ チョウシシ トウ

		 昭和57年9月 ショウワ ネン ツキ		　台風18号 タイフウ ゴウ		　取手市、神栖市、銚子市　等 トリデシ カミスシ チョウシシ トウ

		 平成10年9月 ヘイセイ ネン ツキ		　台風 5号 タイフウ ゴウ		　太田市、常総市　等 オオタシ ジョウソウ シ トウ

		 平成27年9月 ヘイセイ ネン ガツ		　台風17、18号 タイフウ ゴウ		　神栖市、銚子市　等 カミス シ チョウシシ トウ

		 令和元年10月 レイワ		　台風19号 タイフウ ゴウ		  神崎町、銚子市　等 カンザキ ミョウジン マチ チョウシシ トウ
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江戸川引堤

行田引堤

羽生・千代田引堤

利島・川辺村引堤

新郷村引堤

五霞村引堤

矢木沢ダム
（S42）

奈良俣ダム（H3）

藤原ダム（S33）

薗原ダム（S41）

相俣ダム（S34）

下久保ダム（S44）

草木ダム（S52）

川俣ダム（S41）

五十里ダム（S31）

川治ダム（S58）

南摩ダム

菅生調節池

田中調節池

渡良瀬遊水地

稲戸井調節池

湯西川ダム
（H24）

八ッ場ダム
（R2）

江戸川水閘門

渡良瀬遊水地は、明治４４年に工事着手し、昭和
元年に完成。調節池化工事は平成９年に概成。

菅生・田中調節池は昭和８年に着手し昭和４０年
に概成。稲戸井調節池は昭和３８年に事業着手
し、平成２１年に概成。

昭和２２年カスリーン台風を踏まえ、昭和２４年２
月に利根川改修改訂計画を策定し、同計画に基
づき、多目的ダムの整備に着手。

藤原ダム 昭和３３年完成
相俣ダム 昭和３４年完成
薗原ダム 昭和４１年完成
矢木沢ダム 昭和４２年完成
下久保ダム 昭和４４年完成
奈良俣ダム 平成３年完成
八ッ場ダム 令和２年完成

洪水調節施設の整備

利根川流域の洪水調節施設の整備状況



令和元年東日本台風による雨量の状況
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令和元年東日本台風による水位の状況
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令和元年東日本台風時の利根川の状況

（142.7k）

（130.5k）
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▼台風第19号出水の最高水位 8.00m

川俣水位観測所 （150.2k）

令和元年東日本台風 利根川の水位の状況

埼玉県羽生市 東武伊勢崎線橋梁付近 （148.5k）

（１０月１３日０２時頃）



洪水調節施設の効果 利根川・荒川流域

○ 利根川・荒川流域の主な洪水調節施設で約4.8億m3貯留。

利根川上流ダム群で
約1.45億m3貯留

※八ッ場ダム含む

八ッ場ダムで
約7,500万m3貯留

荒川上流ダム群で
約4,500万m3貯留

渡良瀬遊水地で
約1.6億m3貯留

荒川第一調節池で
約3,500万m3貯留

田中・菅生・稲戸井調節池で
約9,000万m3貯留

施設の効果 利根川・荒川流域
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○ 時間雨量50mmを超える短時間強雨の発生件数が増加。
○ 気候変動の影響により、水害の更なる頻発・激甚化が懸念。

１時間降水量50mm以上の年間発生回数（アメダス1,300地点あたり）

近年、雨の降り方が変化

10
（気象庁資料より国土交通省水管理・国土保全局が作成）
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				短時間強雨の1,000 地点あたりの年間発生回数

				1時間に50mm以上 ジカンイジョウ						1時間に80mm以上 ジカンイジョウ

				年 ネン		回数 カイスウ				年 ネン		回数 カイスウ

				1976		220				1976		19

				1977		169				1977		16

				1978		145				1978		6

				1979		225				1979		11

				1980		156				1980		9

				1981		140				1981		7

				1982		230				1982		16

				1983		186				1983		10

				1984		110				1984		5

				1985		157				1985		8

				1986		103				1986		9

				1987		188				1987		15

				1988		251				1988		29

				1989		190				1989		15

				1990		295				1990		11

				1991		156				1991		12

				1992		112				1992		6

				1993		256				1993		11

				1994		131				1994		6

				1995		158				1995		10

				1996		94				1996		10

				1997		177				1997		10

				1998		331				1998		28

				1999		275				1999		31

				2000		244				2000		10

				2001		206				2001		22

				2002		173				2002		11

				2003		182				2003		15

				2004		356				2004		24

				2005		193				2005		8

				2006		238				2006		22

				2007		194				2007		14

				2008		254				2008		18

				2009		169				2009		12

				2010		209				2010		16

				2011		275				2011		21

				2012		282				2012		16

				2013		237				2013		25

				2014		237				2014		16

				2015		207				2015		20

				2016		257				2016		21

				2017		251

				2018		269

				2019		290

				2010～2019		251.4				2007～2016		17.9

				1976～1985		173.8				1976～1985		10.7

						1.4						1.7
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更に高まる水害リスク

11（社会資本整備審議会 河川分科会 気候変動を踏まえた水災害対策検討小委員会 第１回 資料より）



○ 近年の水災害による甚大な被害を受け、施設能力を超過する洪水が発生するものへと
意識を改革し、氾濫に備える、「水防災意識社会」の再構築を進めてきた。

○ 今後、この取組をさらに一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化など
を踏まえ、あらゆる関係者が協働して流域全体で対応する「流域治水」へ転換。

流
域
治
水

治水対策
を転換

従
来
の
治
水

防災・減災が主流となる社会「水防災意識社会」
の再構築

気候変動
社会動向の変化

（人口減少・Society5.0など）

河川、下水道、砂防、海岸等
の管理者主体のハード対策

役割分担を明確化した対策

河川区域や氾濫域において対
策を実施。

河川区域等が中心の対策

国・都道府県・市町村、企業・
住民など流域全体のあらゆる関
係者による治水対策

河川区域や氾濫域のみならず、
集水域含めた流域全体で対策を
実施。

あらゆる関係者の協働による対策

あらゆる場所における対策

「流域治水」への転換

（令和２年７月 気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について（答申） 概要より） 12



集水域

河川区域

氾濫域

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、
「流域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含
めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、②被害対象を減少させるため
の対策、③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]
治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]
河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]
「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]
雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]
二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

県 ：都道府県
市 ：市町村
[ ]：想定される対策実施主体

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]
水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]
長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]
官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]
排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策①氾濫をできるだけ防ぐ
・減らすための対策

③被害の軽減、早期復旧・復
興のための対策

「流域治水」の施策のイメージ

13（令和２年７月 気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について（答申） 概要より）



－洪水、津波、高潮等による災害の発生の防止又は軽減に関する事項－

洪水調節容量の確保（藤原・奈良俣再編ダム再生事業）

既存施設の機能増強を目的として、貯水
規模を増加させることなく、奈良俣ダムの
治水容量の一部と、藤原ダムの利水容
量の一部の振替を行う。この容量振替に
伴い、両ダムの放流設備改築及び洪水
調節方式の見直しを行う。

藤原ダム 奈良俣ダム

（ダム再生前） （ダム再生後）

死水容量

洪水調節容量
13,000千m3

利水容量
72,000千m3

奈
良
俣
ダ
ム

死水容量

洪水調節容量10,610千m3

利水容量
74,390千m3

洪水調節容量
2,390千m3減

利水容量
2,390千m3増

死水容量

利水容量
14,690千m3

洪水調節容量
21,200千m3

藤
原
ダ
ム

死水容量

利水容量
12,300千m3

洪水調節容量
23,590千m3

利水容量
2,390千m3減

洪水調節容量
2,390千m3増

放流設備
改築

放流設備
改築

堤防の整備

凡 例

堤防の整備

整備済み

堤防が整備されていない区間や、標準的な堤防の断面形状に対
して高さ又は幅が不足している区間について、築堤・かさ上げ・
拡築を行う。

烏川における堤防整備の事例▽

現在の堤防

整備イメージ

■対策事例 堤防の整備、洪水調節容量の確保
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 群馬県邑楽館林圏域は、利根川・渡良瀬川の堤防に囲まれた低地となっており、昔から多くの水害が発生している。
 雨水浸透施設の住宅への設置に関わる費用の補助を行なうことで、雨水浸透施設を増やし、河道への流出を抑制する。

事例① 館林市 雨水貯留及び浸透施設設置補助金

事例② 明和町 雨水浸透桝設置費補助金
補助の対象者

① 専用住宅又は併用住宅にて雨水浸透桝を設置するための工事を自ら負担して行う者。
② 明和町の住民基本台帳に記録されていること。
③ 対象者の属する世帯全員に町税等の滞納がないこと。

対象施設
雨水浸透桝（雨水を敷地内で浸透させる構造を持つものであり、雑排水の混入しないもの）

補助金額
設置の雨水浸透桝１基につき６千円とし、１住宅あたり６万円を上限とする。（10基まで）
ただし、設置費用が補助金額を下回るときは設置費用を補助上限とする。

補助の対象者：市内の住宅に雨水貯留施設（タンク）や雨水浸透施設を新たに設置する者

対象施設：容量200リットル以上の雨水貯留槽、口径300ミリメートル以上の浸透桝
（補助の対象となる雨水浸透施設は新たに３基以上設置する工事）
（自ら直接材料を購入し、設置した場合は、材料費のみを設置工事費用の対象とする）

補助金額： 設置工事費用の２分の１を限度とし、30,000円を上限額とする。

雨どい
（たてどい）

雨水浸透施設について（補助金制度）

雨水浸透枡

■雨水浸透施設を設置することにより、大雨時に雨水が下水道管や河川へ一気に流
入することを抑制できるため、道路の冠水や河川の氾濫の抑制 にも繋がります。

イメージ

雨水貯留槽
舗装等によって地中へ浸透しにくくなってしまう
雨水を、枡で集水し、スムーズに地中へ浸透さ
せるもの

雨水を溜めるタンク。
雨水を雨水貯留槽に溜めて、庭
の水やりなどに利用できる。

浸透枡へ

雨どい
（たてどい）

■対策事例 【利根川上流流域治水プロジェクト：群馬県館林市、明和町】

『雨水貯留・雨水浸透施設の設置』
1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(5)流域の雨水貯留機能の向上 ①流域の関係者による雨水貯留浸透対策の強化

利根川上流流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている市町村

茨城県取手市
栃木県栃木市、小山市、鹿沼市、下野市
群馬県伊勢崎市、館林市、明和町

埼玉県羽生市、加須市、熊谷市
千葉県柏市、我孫子市

15（利根川・江戸川流域治水プロジェクト【利根川上流区間】より）



■対策事例 【利根川上流流域治水プロジェクト：国、県、水資源機構等】

▽ 平常時最高貯水位（常時満水位）

▽ 洪水時最高水位（サーチャージ水位）

洪水調節容量

利水容量

利水容量を一時的に使用

事前放流のイメージ図

【事前放流とは】
大雨となることが見込まれる場合に、大雨の時により多くの水をダムに貯められるよう、
利水者の協力のもと、利水のための貯水を河川の水量が増える前に放流してダムの
貯水位を低下させ、一時的に治水のための容量を確保するもの。

『利水ダム等における事前放流等の実施、体制構築』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（4）流水の貯留機能の拡大

①利水ダム等による事前放流の更なる推進（協議会の創設等）

：主要な地点

：流域界

：大臣管理区間

：指定区間

：直轄管理ダム［目的］

：水資源機構管理ダム［目的］

：県管理ダム［目的］

：利水ダム［目的・管理者］

■取組の概要
・ 既存ダムの有効貯水容量を洪水調節に最大限活用するにあたり、洪水調節容量を

使用する洪水調節に加えて、事前放流及び時期ごとの貯水位運用により一時的に
洪水を調節するための容量を利水容量から確保し、事前放流等を実施します。

・ 利根川水系では、約１億３，１００万m3 （鬼怒川除く）※の洪水調節可能容量について
治水協定を締結。

利根川上流流域治水プロジェクト範囲（２２ダム）

※利根川水系（鬼怒川除く）３８ダムの全体の洪水調節可能容量

16（利根川・江戸川流域治水プロジェクト【利根川上流区間】より）



 激甚化・頻発化す
る自然災害に対応
するため、災害ハ
ザードエリアにおけ
る新規立地の抑制、
防災まちづくりの推
進の観点から総合
的な対策を講じる
ことが喫緊の課題
となっている。

 このため、浸水ハ
ザードエリアにおけ
る開発許可の厳格
化や立地適正計画
の作成・強化を実
施し、「安全なまち
づくり」を推進する。

実施内容：
都市計画法第３４条１１号、１２号条例区域
のうち浸水ハザードエリアの除外

実施内容：
立地適正化計画の作成・強化
（防災指針の作成等）

■対策事例 【利根川上流流域治水プロジェクト：埼玉県熊谷市、行田市、本庄市、深谷市、上里町】

『激甚化・頻発化する自然災害に対応した「安全なまちづくり」』
2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫
①リスクが高い区域における立地抑制、移転誘導（浸水被害防止区域の創設）

利根川上流流域治水協議会構成員のうち、上記と類似・同様の取組を行っている市町村

茨城県常総市、古河市、坂東市
栃木県宇都宮市、栃木市、鹿沼市、日光市、下野市

群馬県伊勢崎市、太田市、館林市、前橋市、渋川市、吉岡町、千代田町

17（利根川・江戸川流域治水プロジェクト【利根川上流区間】より）



■対策事例 【烏川・神流川流域治水プロジェクト：藤岡市】

『防災公園整備事業』
3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

（1）避難体制等の強化

➁学校及びスポーツ施設の浸水対策による避難所機能の維持

■対策の概要
１．目的

大規模災害時に復旧・支援の活動拠点として整備。

２．規模・構造
総面積：4.1ha

３．実施場所
群馬県藤岡市神田1538

４．取組実施により期待すること
大規模災害時には仮設住宅の設置や支援物資の集配

拠点として、平常時には市民の憩いの場として活用する。

ビジュアルイメージ
（写真・図等）

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

藤岡市防災公園計画図
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■対策事例 【烏川・神流川流域治水プロジェクト：高崎市】

『新町防災体育館（仮称）の建設』
3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

（1）避難体制等の強化

➁学校及びスポーツ施設の浸水対策による避難所機能の維持

■対策の概要
・洪水浸水想定区域が広がる新町地域の
緊急避難対策として建設

・屋上部にヘリポートと備蓄倉庫を設置
・地上から屋上部まで移動可能なスロープ
を設置

ビジュアルイメージ
（写真・図等）

※別紙「各対策のバーチャート」における分類

【イメージパース】
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